










































































































































































































課税前の 連邦 政府 所得税 体系

























1952 6，3056，760 7，048 6，8345505，9175，7545，5275，381 4，5314，3624，426
1953 6，066，558 6，558 6，6195 8225，6415，5015，298 5，254 5，1274 9 34，936




1956 6，3916，827，091 6，8526，0305，928　　　　　15，7625．53415，349 5，2845，145 5，130
1957 6，4046，8537，104 6，8496，065．91引5，7895．53415，367 5，2835，095 5，084
1958 6，3396，7697，078 6，8305，9975，8795，7595，5225，3645，2485，0895，090
1959 6，4926，9617，201 6，9896，1475，9515，8375．66615，459 5，364 5，165 4，779


















































所 1951年 所得税課税後の累積所得分布 r（1950） r（1951）??
の家計 変化 要　因 6，248％
?????





? 33 39．4339．48 39．61 39．2939．30 39．32 39．29 一55．57
皿 22 67．05167．0767．14 67．17 66．8366．87 66．90 28．72
IV 11 88．02 88．02 88．04 88．06 88．0587．78 87．91 82．21
V 3 1100・00???? 100．00100．00100．00100．00100．00 86．36
｝ 一一 『一一
1954－→1953
1954年 変 化　要　因 r（1952） r（1954）
所得階層 の家計 1954
分布 酬 ? ? 1転 1㌔ 1953 6，698％ 5，918％
1 30％10．46％ト10．41％110．48％ 10．49％ln50％110．51％ 10．54％ 一27．17％
? 28 32．4032．35 32．28132．4932．51 32．54 32．61一31．87％
皿 24 60．1960．1560．1260．0460．40 60．45 60．46 一1．39
IV 14 86．5786．5586．54　186．51 86．5186．95 86．83 57．58
V 4 100．00100．00　　　　2P00．00 100．00 100．001 0． 0 100．00 102．85
1960－→1953
1960年 変 化　要　因 r（1953） r（1960）
所得階層 の家計 1960
分布 ? ? ? 1㍉ ? 1953 α911％t臥109％
1 　　i22％ 593％15．90％ 5．93％ 5．95％5．97％1 599％16．04％ 一4．57％
? 21 19．2119．19 19．15 19．28 19．35 19．43 19．56一7．21
皿 25 42．29 42．27 42．2542．0842．59 42．77 42．82 一11．96
w 25 79．60 79．59 79．59 79．5279．44 80．50 80．27 28．23
V 7 100．00 100．00100．00100．00 100．00 100．00 100．0095．52
上昇した。われわれが意図するのは，この税
率の上昇によるrの値に及ぼす効果を，各所
得階層の税率の上昇を通して，一つ一つ分解
して計算することである。第4図でいえば，
1951年のyiとyi＋、の間の所得税率がB均・ら
Dに上方にシフトしたが，その他の全所得階
層では税率は不変で1950年のそれと同じであ
るとすれば（すなわち，そのような税の構造は
ADC曲線で示される），　rの値はABC曲線で
示される1950年の税制のもとでのrの値から
どれだけ変化したかを計算することである。
このことは，もしも新しい税制が1950年の税
の構造と比較して，yiよりも低い所得階層に
対してより累進的に，Yi＋、よりも高い所得階
層に対してより逆進的であるとすれば，rの
値は1950年の現実のrの値からどれだけ変化
するかを尋ねることに等しい。
　以下の計算では，次の3っのケースが選ば
れている。すなわち，1950－51年，1953－54
年，1950－60年についてのそれぞれのrの変
化である。1950－51年と1953－54年の双方は
税率改正の行われた年に当っている。したが
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って，連続する2年間のrの変化のうちでは，
これら2つの年におけるものが最も大きい
（第∬表参照）。1953－60年は連邦政府の租税
政策における最近の趨勢を代表するものと期
待されて選ばれた。ここでの部分分析（ない
し貢献度分析；数学的には偏微分分析と云うべき
かも知れない）の計算では，所得分布は後の年
のそれと同じであると想定される4）。所得階
層は第1階層（3，000ドル以下），第皿階層
（3，000－4，999ドル），第皿階層（5，000－7，499
ドル），第1V階層（7，50（ト14，999ドル），第V階
層（15，000ドル以上）という5つの階層にグル
ープ分けされた。これらの階層の家計数分布
と所得分布については，ttの部分的変化が生
じた後の所得分布と一緒に第皿表に示されて
いる。
　この表から観察されることは，まず第一に
所得税控除後の所得分布のロレンツ曲線は，
1950－51年については上方へ単調にシフトし
ており，1953－54年と1953－60年については
下方へ単調にシフトしていることである。第
二に，ttの変化後の所所分布は，所得階層間
にかなり異なった効果を生じさせていること
に気付く。たとえば，1950－51年について，
第1階層だけの税率上昇はロレンツ曲線を単
調に上方ヘシフトさせ，同じく第V階層の税
率上昇はロレンツ曲線を単調に下方ヘシフト
させているが，その他の階層の部分的税率上
昇の効果はロレンツ曲線を単調にはシフトさ
せていない。それらの結果は第5図に示され
ている。
　他方，1953－54年と1953－60年のロレンツ
曲線の動きについては第皿表から，第6図の
ように示すことが出来る。
　これら部分分析の最終的計算結果は，すべ
て第皿表の右端に示されている。
　ここで，これらの結果を簡単に吟味してい
第5図
第6図
1951
増加後
のt2
＿増加後
　　のt1
減少後のt3
減少後のt5
こう。まず1950－51年の税率上昇の効果を第
皿表から読んでみると，1950－51年の間では，
1951年の所得分布のもとで全階層に対する税
率上昇の結果として，rの値は6．248％から
6．731％へと上昇している。rの値のこの上
昇の内容を見ると，最低所得階層（第1階層）
の税率の変化は部分的に41．7％だけマイナス
の効果，すなわちrの値を減少させる効果を
持っており，第豆階層の変化は同じく一55．5
％というマイナスの効果を持っていたのに対
し，第皿，第IV，第Vの各階層に対する税率
の変化はrの総増加に対して，それぞれ28．7
％，82．2％，86．36％のプラスの貢献をして
いたのである。このことは第1，第ll階層に
対する税率の上昇は所得再分配効果を悪化さ
せ，他方，第皿階層以上の高所得階層に対す
る税率の上昇は所得再分配効果を改善したこ
とを意味している。したがって，195C－51年
4）後の年の所得分布が基準となっているので，
実際の計算は前の方の年の税制に戻るかたちで
なされていた。しかし結果の説明は，すべて時
間的な進行方向にしたがって行なわれている。
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第IV表　1954年の税率引下げ
部分分析の
鞄ｾ階層
丁加∫灘彬夕　の
梶@得　階　層
1953年の
L効税率　（1｝
1953年の
L効税率
@（2）
減税率i1｝一（2）／（1｝
@（3）
1954年の
ｼ想税率
@（4）
減税率
k1）一｛4）／ω
@（5）
　　　＄名000以下　　　1　　a44％工　　　＄2，000－＄2，999　　　　　　　　　5．23 2．06％1　15．57％
S。55　　　　13．00
　　1O．00％1　　100．00％
S．55　　　　13．00
　　　1＄3，000－＄3，999皿　　　＄4，000－＄4，999 6．08
U．92
5．38
U．16
11．51
P0．12
5．38
U．16
11．51
P0．12
皿 ＄5，000－＄5，999
垂U，000－＄7，499
8．52
X．88
7．51
W．78
11．85
P1．13
7．51［　11．85　　1＆7釧　　11・13
w　l＄馬5・臣＄創999
@　　1＄・②・・傷＄・馬999
10．16
P1．49
8．95
P0．21
　　11．91
?????
8．95　　　　11．91
P021　　　　11．14
V
＄15，000－＄19，999
垂Q0，000－＄24，999
垂Q5，000－＄49，999
垂T0，000以上
　　14．94
@　17．75
@　23．83??????
15．77
Q1．08
R6．64
・a・31・a・2　　　　　11．15　　　　　11．54　　　　　10．26
13．13
P5．77
Q1．08
S0．83
12．12
P1．15
P1．54
O．00
のrの増加の総効果は主として高所得階層に
対する税率の上昇に起因していたこと，別の
表現をすれば，高所得階層に対する課税累進
度の上昇が所得再分配効果をかなり有効適切
なものにしたことになる。しかしながら，政
府が一定の総所得税収入のもとで所得分配の
状態をより改善しようとするのであれば，税
率は第1，1［［第階層については増加させるの
ではなく減少させるべきであったこと，さら
に高所得階層についてはもっと急激に税率を
上昇させるべきであったことが容易に指摘さ
れるであろう。
　他方，1953－54年と1953－60年の両期につ
いては全所得階層の税率が減少したことを通
して，rの値はそれぞれ6．698％から5．918％，
6．911％から5．109％へ減少している。これら
両期間では第1，第1，第皿所得階層の税率
の減少はrの減少に対してマイナスの効果
（すなわちrの値を上昇させる効果）を持ってい
たのに対して，第IV，第Vの高所得階層のそ
れはrの値の減少効果に対してプラスに（す
なわちの値を減少させる方向に）貢献していた
ことがわかる。このことは第1，第皿，第皿
階層に対する税率の減少は所得再分配効果を
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弱める傾向を持っていたことを意味している。
すなわち，これらの期間におけるrの減少は
主として高所得階層に対する税率の減少に起
因していたのである。別の表現をすれば，最
近における所得再分配効果の減少は，高所得
階層に対する課税の累進度を著しく弱あたこ
との結果である。これら3のつのケースの分
析によって，高い所得の上位2階層に対する
税率の変化は，その他の低所得階層に対する
税率の変化よりは，ずっとrの変化に敏感で
あることが容易に認められるであろう。
5．要約的結論
　上に述べたいくつかの事実発見を通して，
所得再分配効果の観点だけから連邦政府の租
税政策を簡単に評価してみよう。主要な特徴
は次のように要約されるであろう。
　（i）　再分配効果は1952年以降ずっと弱ま
ってきている。この結果は主として累進度を
弱める傾向を持った租税政策から来ている。
たとえば連続する任意の2年間でのrの値の
差の最大のものは，1950－51年（6．160％－
6．713％）と1953－54年（6．619％－5．918％）に
アメリカ合衆国における所得税政策の所得再分配効果（1951－1960年）
生じているが，これらの変化は，朝鮮戦争中
および朝鮮戦争後における連邦政府による所
得税率を上昇させた年と，減少させた年に当
っている。1950年と1951年の間では，均等化
係数は連邦政府の所得税が極めて高い累進性
を課したことによって最も大きく上昇した。
しかし，1953年と1954年の間では，連邦政府
の所得税の累進度を低めたことによってrの
値は最も大きく減少した。それ以後，rの値
は年々減少している。
　（ii）所得分布の変化が所得再分配効果に
及ぼす効果は，連邦政府による税制の変化に
よる再分配効果に比して小さな影響しか持っ
ていない。たとえば，いま1961年の連邦政府
の租税政策の構造が1952年のそれと同一であ
ったとすれば，所得再分配効果は5．164％か
ら7．137％へと上昇していた筈であるのに対
し，1952－61年の間の所得分布の変化による
再分配効果は，税の構造が1961年のそれであ
れば，7．048％から7．137％へと僅かに上昇し
たにすぎない。
　（iii）　いま連邦政府がその所得税政策を通
して所得分布を改善しようとするならば，課
税累進度を増加させることが絶対に必要であ
る。この点を明確にするために，1954年の税
制の変化をいま少し立ち入って検討してみよ
う。まず，1954年の連邦政府の所得税の減税
政策は低い方の下位2階層を除いた各所得階
層に対しては，1953年の税率のほぼ11％の引
下げであったことがわかる（第W表の第（3）
列を参照）。各所得階層に対する斉一的税率の
引下げは，一般に税の再分配効果を弱あるこ
とは明らかである。そこで，いま1954年に第
IV表の第（4）列に示されるようなドラステ
ィックな税率の引下げが行われたと仮定して
みよう。そこでは，最低所得階層の税率は課
税免除水準を上昇させる政策を反映してゼロ
と仮定され，最高所得階層の税率は1953年の
それと同一とし，その他のすべての所得階層
の税率は1954年の実際の値と同じであると仮
定されている（この仮定のもとでの連邦政府の
総税収入は26億4，　700万ドルであるが，これと1954
年の実際の税収入26億3，　OOO万ドルと比較すると，
その差は1％以下である）。このようなドラス
ティックな仮定のもとですら，rの値はなお
6．386％にすぎず1953年の6．619％に及ばない
ことがわかる（もちろん，1954年の実際のrよ
りは大きいことはいうまでもない）。このことは
税率の顕著な変化がなければ，rを大きくす
ることは不可能であることを意味している。
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